
平成 22 年度税制改正（租税特別措置）要望事項（新設・拡充・延長） 

（厚生労働省） 

制 度 名 中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例措置の延長 

税 目 
所得税(租税特別措置法第２８条の２) 
法人税(租税特別措置法第６７条の５、６８条の１０２の２) 

要

望

の

内

容 

 
適用期限を延長する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

減収見込額 
（平年度） 

― 百万円 

(▲21,257) 



新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴  政策目的 

中小企業は地域活性化の中心的役割を担い、我が国経済の国際競争
力を支える存在であるとの認識の下、未曾有の経済危機の中で一層厳
しい経営環境に置かれている中小の製薬企業、衛生検査所等に対して
事務負担の軽減を図るとともに、小規模企業を中心に事務効率の向上
等に資する設備投資を促進させることで、中小の製薬企業、衛生検査
所等の企業の活力向上と我が国経済の活性化を図る。 

 

⑵  施策の必要性 

中小企業の中でも特に規模の小さい企業における経理面の人員は少
数であることが多く、事務負担が相対的に重い。また、従業員数 20
名未満の企業においてはパソコン利用率が未だ低い状態。 

このため、償却資産の管理や納税等に係る事務負担の軽減、パソコ
ン等の少額資産の取得促進による事務処理能力・事業効率の向上を図
ることの必要性に鑑み、中小企業については少額減価償却試算の即時
償却を認めることが必要である。 
・中小企業における経理人数 

従業員数 20人以下：1.7人、21人以上：3.3 人 
（出典） 
平成 20年｢会計処理・財務情報開示に関する中小企業経営者の意識
アンケート調査｣(中小企業庁)を元に加重平均により算出。 

・中小企業におけるパソコン利用状況 
個人事業主 
従業員数 20名未満：28.5％、20名以上：85.7％ 

法人 
従業員数 20名以下：75.1％、21名以上：91.7％ 

（出典） 
個人事業主：平成 20年｢個人企業経済調査｣(総務省) 
法人：平成 20 年｢会計処理・財務情報開示に関する中小企業経営者
の意識アンケート調査｣(中小企業庁) 

 

⑶  要望の措置の妥当性 

本措置は、相対的に経理面の人員が少数である中小企業の実情を踏ま
えると、少額減価償却資産の即時償却を認めることにより、償却資産
の管理や納税等に係る事務負担の軽減、パソコン等の少額資産の取得
促進による事務処理能力・事業効率の向上等、中小企業の実態に即し
た効果が得られることから、妥当である 
 

今

回

の

要

望

に

関

連

 

政策評価体  

系における     

位 置 付 け 

 
(基本目標Ⅰ) 
安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進する 
こと。 

(施策目標９) 
新医薬品・医療機器の開発を促進するとともに、医薬品産業等の振 
興を図ること。 

(施策目標９－１) 
新医薬品・医療機器の開発を促進するとともに、医薬品作業等の振 

興を図ること。 
 

政 策 の 

達成目標 

 
中小の製薬企業、衛生検査所等の経営の安定を図ること。 
 

租税特別措 

置の適用又 

は延長期間 

 
２年 



同上の期間

の 達成 目 標 

 
中小の製薬企業、衛生検査所等の事務効率の向上を図ること。 
 

当該要望項目

以外の税制上

の 支援 措 置 

 
なし 
 
 

予算上の措置

等 の要 求 内 

容 及び 金 額 

 
 
なし 
 
 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
 
なし 
 
 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

政 策 の   

達成状況 

 
 
なし 
 
 
 

租税特別措置

の 適用 実 績 

 
 
なし 
 
 
 

租税特別措置

に よる 政 策 

の達成目標の 

実 現状 況 等 

 
 
なし 
 
 
 

前回要望時 

の達成目標 

 
 
なし 
 
 
 

前 回要 望 時 

からの達成度

及 び目 標 に 

達していない 

場 合の 理 由 

 
 
なし 
 
 
 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

 
 
なし 
 
 

 


